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１.業務の概要①
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業務の背景と目的
雪氷熱は、豪雪地帯におけるエネルギー源として複数の活用(導入)事例が存在する。
北海道では、道路の除排雪に係る多額の費用や運搬排雪における雪堆積場の確保が課題となっている。
国道の排雪作業に当たって、現在の雪堆積場より近い雪氷熱設備を有する施設の雪保管場所に運搬することができれば、道路管理者の運搬
コストが削減できるとともに、施設管理者の雪確保に係る課題の解消にも繋がり、双方にメリット(Win-Win)をもたらす可能性がある。
このため、本調査は、今後国道排雪の利用を希望する雪氷熱設備導入者(利雪者)が現れた場合に備えて、北海道内における雪氷熱の利用
状況や国道除排雪の現況、排雪利用における課題等を整理するとともに、利用に当たって必要と考えられる手続き等を整理するものである。
なお、この取組が実現すれば、国道の運搬排雪距離が短くなることによるダンプトラックのＣＯ２排出量の削減にも繋がり、地球温暖化対策を先
導するゼロカーボン北海道の実現を目指す「第９期北海道総合開発計画」の推進にも寄与するものとなる。

調査内容

①道路排雪の受入れに
おける課題等の整理

②利雪施設へ道路排雪を
提供する場合の整理 ③制度等の整理

〇ヒアリング・現地視察の実施
道路排雪の受入れに当たっての課題、
利雪施設での運用面・経済面の課題
等について、雪氷熱設備導入施設にヒ
アリング・現地視察を実施

〇有識者への意見聴取
各施設へのヒアリング等から得られた知
見を踏まえ、雪氷熱分野の有識者へ
意見聴取

〇データ整理
国道排雪区間周辺の工業団地に関する
データ整理の実施

（排雪区間、雪堆積場、工業団地位置等
を整理した排雪マップの作成）

〇提供可能性の検討
整理したデータを基に、国道排雪を利用す
る可能性がある工業団地を選定し、自治
体側のニーズや提供に当たっての課題等に
ついてヒアリングを実施

〇補助制度の整理
雪氷熱設備の導入に活用可能と考え
られる補助制度の整理

〇法令上の取扱いの整理・分析
法令上の取扱い・課題等の整理、
その結果を踏まえた対応の検討
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雪氷熱利用全体像（イメージ）

運搬距離短縮
（コスト↓、CO2↓）

想定される
メリット

省エネ
（コスト↓、CO2↓）

道路管理者等 施設管理者等



２.【施設側】道路排雪の受入れにおける課題等の整理①
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（1）ヒアリング・現地視察の実施

○道路排雪受入れ時の課題等を整理するため、代表的な雪氷熱設備導入施設を選定し、施設に対するヒアリング・現地視察を実施。

■ヒアリング・現地視察の対象施設一覧

雪冷房方式等利雪概要ヒアリング・現地視察先No.

雪山冷水循環方式
美唄市より市道の雪を受入れ集雪方法株式会社 ホワイトデータセンター

（北海道 美唄市）
1 雪冷房利用用途

サーバー冷却目的

雪山冷水循環方式
夕張市より市道の雪を受入れ集雪方法社会福祉法人 北海道博愛舎（現地視察）

（北海道 夕張市）
2 雪冷房利用用途

熱中症リスク軽減、作業・生活環境確保目的

冷水循環方式
施設の駐車場の雪を活用集雪方法札幌市山口斎場

（北海道 札幌市）
3 雪冷房利用用途

夏の冷房熱源目的

冷水循環方式
札幌市の市道の雪を活用集雪方法都心北融雪槽

（北海道 札幌市）
4 融雪（道路排雪用）、雪冷房利用用途

都心部の雪処理、発生冷熱有効活用目的

雪の供給基地
（雪堆積場）

深川道路事務所より国道の雪を受入れ集雪方法沼田式雪山センター

（北海道 雨竜郡沼田町）
5 雪冷房、イベント利用等利用用途

「やっかいもの」の雪の有効活用目的

①ヒアリング・現地視察の概要
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→屋外に雪山として貯雪し、そこから
生じる融雪水を 熱交換器に通し
て室内に冷気を送り込む方式

①ホワイトデータセンター(美唄市)

②北海道博愛舎(夕張市)

雪山冷水循環方式

冷水循環方式

出典：株式会社 札幌エネルギー供給公社HP

雪冷熱利用｜（株）札幌エネルギー供給公社

→地下貯雪層に雪を貯雪し、そこから
生じる融雪水を、熱交換器に通し
て室内に冷気を送り込む方式

③札幌市山口斎場(札幌市)

④都心北融雪槽(札幌市)

出典：株式会社雪屋 媚山商店パンフレット「雪をエネルギーに」

○雪冷房方式の種別
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○雪氷熱利用について、運用面、経済面、人材面及び環境面の観点から、評価できる点及び課題等を整理。

○評価できる点 ■課題等分類

■雪の密度が重要で、重たい雪が適している

運用面

■雪の需要と供給を繋ぐ仕組みが必要

■設備寿命は15年程度であることを踏まえ、途中で雪の供給が停止となる事態を防止するため、雪の供給側と
の長期的な契約（10～15年）が可能となる仕組みが必要

■道路排雪は緊急性が高く、年間を通じた計画的な搬入が困難であることから、利雪施設側には柔軟な受入
体制が求められる

■雪の安定した確保の観点で懸念がある

○電気代は大幅に削減されている

経済面

○イニシャルコスト、ランニングコストを合計すると、雪冷房は従来に比べコスト削減効果が見込まれる

○大規模施設やAIサーバー等の電力消費量が大きい施設では大きなコストメリットが期待できる

■高価なものという旧来のイメージが根強い

■補助金制度の効果的な活用が必要

■雪冷房の設計、導入に関する技術者不足も普及を妨げる要因
人材面

■雪冷房に関する技術者を育成する仕組み作りが必要

○エコな取組として、企業イメージの向上に貢献
環境面

○化石燃料由来の電力消費を大幅に抑制し、省エネルギーとCO₂排出量削減に貢献

②ヒアリング・現地視察の結果
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（２）有識者への意見聴取

現状の課題

• 雪を排出する場所（雪堆積場）と利用者のマッチングが最大の問題
• 国道排雪は夜間実施・大量の排雪が発生するため、小規模施設では受入れの容量や時間帯等、運用体制の面でハードルが高い
• 特定の専門家に知見が依存しており技術継承が課題
• 雪氷熱利用に関するPRの不足

今後の利雪に向けた知見・方向性

• 雪を資源として可視化するアプローチが重要
• 道路排雪の無償提供を含む効率的な供給方法についての検討が必要
• 雪氷熱利用は施設新築時や更新時期に合わせて働きかけるのが現実的
• 一部の研究においては雪には空気の塵や埃、アンモニア臭を吸着するため空気清浄・脱臭効果があるとされている
• 農作物貯蔵、バイオマス木材の乾燥など他分野との組み合わせも広がる可能性がある

雪氷熱利用の他事例

• スンズバル地域病院（スウェーデン）：世界で初めて都市の排雪を再利用する大規模なインフラとして実用化した施設
• 洞爺湖サミット国際メディアセンター（留寿都村）：環境配慮の目玉として、雪冷房システムを導入。約7500トンの雪を貯雪した。
• グループホーム「らんこし」（蘭越町）：施設全体へ雪冷房を導入。除湿・脱臭の二次的効果も期待されている。

○各施設から得られた知見を踏まえ、雪氷熱分野の有識者に対して道路排雪利用に向けた意見聴取を実施。
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（1）国道の道路排雪区間付近の工業団地に係るデータの整理

○利雪施設への道路排雪の提供可能性を検討するため、「排雪区間」、「雪堆積場」、「工業団地」のデータ整理を実施。

■整理対象

①排雪区間等整理一覧表の作成

工業団地雪堆積場排雪区間

106団地99箇所422区間対象施設・区間数

■対象地域

空知管内

石狩管内

後志管内

札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、石狩市、北広島市、当別町、
新篠津村

6市1町1村
石狩
管内

夕張市、岩見沢市、美唄市、芦別市、赤平市、三笠市、滝川市、
砂川市、歌志内市、深川市、南幌町、奈井江町、上砂川町、
由仁町、長沼町、栗山町、月形町、浦臼町、新十津川町、
妹背牛町、秩父別町、雨竜町、北竜町、沼田町

10市14町
空知
管内

小樽市、島牧村、寿都町、黒松内町、蘭越町、ニセコ町、真狩村、
留寿都村、喜茂別町、京極町、倶知安町、共和町、岩内町、泊村、
神恵内村、積丹町、古平町、仁木町、余市町、赤井川村

1市13町6村
後志
管内

石狩管内・空知管内・後志管内の
計 17市28町７村を対象

※北海道開発局調べ
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■排雪区間一覧表掲載項目

整理項目整理区分
道路排雪区間No.、発注事務所名称、工事名称、国道番号、所在管内道路排雪場所に関する情報
起終点（KP）、排雪区間延長、上下線種別道路排雪区間に関する情報
雪堆積場名称、雪堆積場までの運搬距離*3、雪の運搬実績（R2～R6の５か年分）雪堆積場*1に関する情報
工業団地名称、排雪区間から工業団地までの距離*4雪堆積場よりも近い工業団地*2に関する情報

*1 排雪区間ごとに指定された排雪場。複数設定されている場合有
*2 排雪区間から排雪場までの経路上にある工業団地。複数ある場合有
*3 排雪区間の中点から雪堆積場までの距離
*4 排雪区間の中点から雪堆積場までの運搬経路上に立地する工業団地までの距離

■雪堆積場一覧表掲載項目
整理項目整理区分

雪堆積場No.、雪堆積場名称、所在管内、行政番号、市区町村名称、開設時期、開設時間、
週休日、入退場制限、受入車種

雪堆積場に関する情報

該当工区*1、工区別運搬排雪量（R2～R6の５か年分）、運搬排雪合計量（R6）道路排雪区間に関する情報
問合せ先、TEL、メールアドレス、ＨＰリンク先雪堆積場管理者に関する情報

*1 複数工区から受け入れている場合有

■工業団地一覧表掲載項目

整理項目整理区分
工業団地No.、工業団地名称、事業主体、団地番号、所在管内、住所、情報出典工業団地に関する情報

３. 【道路側】利雪施設へ道路排雪を提供する場合の整理②
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○国道の道路排雪区間付近の工業団地抽出のため、作成したデータマップを活用して経路距離を計測。
②データマップの作成

道路排雪区間

新十津川雪堆積場

新十津川町文京工業団地

工業団地までの搬送経路

雪堆積場までの搬送経路

雪堆積場搬送経路

工業団地搬送経路

空知管内の例

②

③

①
②・③の比較により雪堆積場よりも、
工業団地へ運搬した方が運搬距

離を削減できることが分かる

6.55km

5.1km

雪堆積場

工業団地

３. 【道路側】利雪施設へ道路排雪を提供する場合の整理③
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（2）提供可能性の検討

○雪氷熱設備の導入する場合、国道排雪を提供する可能性がある工業団地として、運搬コストの削減効果が高い工業団地を5つ選定。
①データ整理結果に基づく国道排雪を提供する可能性がある工業団地候補の選定

■工業団地の抽出フロー
全工業団地（106団地）

道路排雪区間から雪堆積場までの
経路上に位置する工業団地

（20団地）

現状の運搬距離比50％以上の
削減効果がある工業団地

（13団地）

運搬距離削減効果が
特に高い工業団地

（５団地）

■道路除排雪の利用イメージ

■工業団地の抽出結果（５団地）

削減率距離差分工業団地
までの距離

雪堆積場
までの距離雪堆積場自治体名管内対象工業団地No.

98％8.0km0.1km8.2km東山雪堆積場岩見沢市空知岡山工業団地1
98％10.4km0.2km10.6km千歳市雪捨場千歳市石狩千歳市根志越業務団地2
92％6.4km0.5km6.9km赤平雪堆積場赤平市空知赤平団地・赤平第2団地3
90％5.7km0.7km6.3km滝川雪堆積場滝川市空知中空知流通工業団地4
82％2.6km0.6km3.2km北広島市雪捨場北広島市石狩大曲工業団地5

※）生成AIにより作成したイメージ

３. 【道路側】利雪施設へ道路排雪を提供する場合の整理④
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（３）雪氷熱設備導入に向けた工業団地のニーズ等の把握
○国道排雪を利用する雪氷熱設備の導入の可能性（ニーズ）を把握するため、選定した工業団地を有する5自治体にヒアリングを実施。

■ヒアリング実施自治体
ヒアリング先

滝川市赤平市北広島市千歳市岩見沢市

■ヒアリング結果

雪氷熱設備の導入にあたって求められている条件雪氷熱設備の導入を実現・促進するための課題

導入時に想定される大きなイニシャルコストに対する補助金制度の充実①初期投資への大きな支援

導入コストと支援
体制の必要性

導入が判断できるよう、「トータルコストがどの程度かかり、何年で回収できるのか」とい
う目に見える数値（データ）②トータルコストと費用対効果の明確化

必要となる具体的な設備や作業内容、雪が少なかった年の稼働率低下など、自然
環境リスクに対する補填（補助金や他地域からの雪運搬費への補助など）③維持管理コストに対する補填

雪の貯蔵に「かなりのスペースが必要」とするイメージに対し、「具体的にどの程度の面
積が必要になるか」という正しい数値情報の提供①必要面積・設備に関する正確な数値データの提示

雪氷熱の利用に
おける具体的な

基礎情報・
ノウハウの不足

「どれくらい雪を貯めれば、維持管理にいくらかかり、どれだけ電気代が下がるのか」「細
かい温度調整は可能なのか」といった具体的な運用データや基礎知識の提供②運用コスト・効果の明確化

導入に向けて「どこに設計や施工を頼めばいいのか」「事業化するためには、どう進め
ばいいのか」が分からないという課題に対応するため、専門家や事業者に関する情報③専門家との連携窓口

他市町村での成功事例や、実際の雪山の規模・雰囲気を知るための先行事例の
紹介、視察の機会、視覚的に分かりやすいパンフレットの作成④視察などの体験機会

ヒアリングでは、雪氷熱に環境負荷軽減の可能性があることを認識していることを把握。

一方、雪氷熱に関する情報が不足しており、工業団地に立地する企業の雪氷熱設備の導入に関するニーズが聞こえないことや、検討の選択
肢にも上げられていない現状を確認。

３.【施設側】利雪施設への道路排雪の提供可能性の整理⑤

■まとめ
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（1）雪氷熱設備の導入に活用可能な支援（補助）制度の整理
○市町村へのヒアリングにおいて、雪氷熱導入に向けた動きが広がらない要因として、雪氷熱に関する情報の不足が一因として挙げられていた

ことから、雪氷熱設備の導入に活用可能と考えられる補助制度を整理。
■活用可能と考えられる補助制度一覧

発行元対象交付率等執行団体制度名称

雪氷熱利用については、冷
気・冷水の流量を調節する
機能を有する設備に限る。

地方公共団体
民間事業者・個人

交付率：２／３以内
ただし、設備導入場所が過疎地域で、かつ以下に該当する地方公
共団体は３／４以内（都道府県が実施する場合：財政力指数
が0.40未満）

環境省
地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

雪氷熱利用については、冷
気・冷水の流量を調節する
機能を有する設備に限る。

地方公共団体（PPA・リース等を含む。
ただし、主に民間事業者へ供給する事業
に限る。）
民間事業者・個人

交付率：２／３以内
ただし、設備導入場所が過疎地域で、かつ以下に該当する地方公
共団体は３／４以内（都道府県が実施する場合：財政力指数
が0.40未満）
（市区町村が実施する場合：財政力指数0.51未満）

環境省

特定地域脱炭素移行加速化交付金

地方公共団体（PPA等で地方公共団
体と共同申請する場合に限り民間事業
者・団体等も対象）

設備導入:運営体制、導入設備によって2/3～1/3
一般財団法人

環境イノベーション
情報機構

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する
公共避難施設・防災拠点への自立・分散型
エネルギー設備等導入推進事業等

民間事業者・団体等

交付率：中小企業：１／２
交付率：中小企業以外：１／３(「GX 率先実行宣言」を行い、
かつ、対策により CO2 排出量を 3,000t-CO2/年以上削減する場
合の補助率は1／2)
(補助上限:1事業者につき15 億円)

一般社団法人
地域循環共生社

会連携協会

Scope3排出量削減のための企業間連携に
よる省CO2設備投資促進事業

民間事業者・団体
交付率：１／３（上限1億円または５億円）
CO2排出量を工場・事業場単位で15%以上又は主要なシステム
系統で30%以上削減する設備導入等の場合

一般社団法人
温室効果ガス

審査協会

脱炭素技術等による工場・事業場の省CO2
化加速事業（SHIFT事業）

省エネ率、非化石割合増加
率、エネルギー消費原単位
改善率により区分され、設
計費・設備費・工事を対象

中小企業・大企業等
工場・事業場型の場合
交付率：中小企業：１／２以内、大企業：１／３以内 等
補助上限額15億円 等
※中小企業投資促進枠等を追加

一般社団法人
環境共創
イニシアチブ

省エネ・非化石転換補助金

民間事業者・団体等交付率：１／３
一般社団法人

地域循環共生社会
連携協会

データセンターのゼロエミッション化・レジリエンス
強化促進事業

道内に工場等を新設、増設又は本社機
能移転をしようとする事業者

交付率：投資額の2,5％～10％、上限5000万円～15億円
※対象業種による分類北海道企業立地促進費補助金

新エネルギー設備の導入を伴
わない省エネルギー設備のみを
導入する事業は対象外

地方公共団体、民間事業者及びその共
同体

交付率：補助対象経費の１／２以内、限度額５千万円
※エネルギー地産地消事業化モデル支援事業の成果の横展開を図
る事業として申請の場合、事業期間を最大２年、限度額は1億円
（単年上限5千万円）

北海道
新エネルギー設備導入支援事業

計画主体：地方公共団体
事業実施主体：地方公共団体、農林漁
業者団体等

事業期間：３年間（上限５年間）
交付率：１／２等農林水産省

農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創
出対策）のうち地域資源活用価値創出整備
事業（定住促進・交流対策型）

※一部抜粋：制度名称等は令和７年度募集時のもの
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○現状、道路除排雪における「雪」の取扱いにおける法的な解釈は整理されていない。そこで、エネルギー資源として道路排雪の有効活用を
図るにあたり、関係法令において、道路排雪利用の取組として問題が生じないか法の専門家へ確認を実施。

①法令整理の背景

（2）法令上の取扱いの整理

②専門家の見解

専門家の見解項目

雪は自然由来の「無主物」であり、民法第180条および第239条※に基づき、「所有の意思」を持って占有しない限り、
所有権は発生しない①雪の法的性質

利雪者が「自己のためにする意思」を持って雪を所持した時点で、初めて利雪者に所有権が発生する②所有権の確定

適切に管理（ゴミの混入を防ぐ等）され、利用者が有効活用する意図があり、有効利用が前提となる場合には廃棄
物該当性の問題は限定的と考えられるが、個別の運用状況によっては法解釈の整理が必要と考えられる③廃棄物判断

※民法（明治二十九年法律第八十九号）
（占有権の取得）
第百八十条 占有権は、自己のためにする意思をもって物を所持することによって取得する。
（無主物の帰属）
第二百三十九条 所有者のない動産は、所有の意思をもって占有することによって、その所有権を取得する。
２ 所有者のない不動産は、国庫に帰属する。

③まとめ

道路排雪の利用においては、民法上の無主物取得（所有の意思を持った占有による所有権の発生）の観点で、現時点において関係法令と
の整合性に大きな支障は確認されていないが、個別事案に応じた適切な管理および関係者間の合意形成が前提となる。
取組を行う上では、「雪の品質・搬送に係る免責事項」、「土地占有権限に基づく許諾関係の整理」、「廃棄物該当性を回避するための有効
利用実態の担保」についてのルール作りや、「国は雪の品質等に一切の責任を負わない旨」の利用者への通知を行うことが重要と考えられる。
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（１）方策(案)の整理

○利雪施設・自治体へのヒアリング結果及び有識者への意見聴取の結果を踏まえて道路排雪利用方策を整理。

方策(案)ヒアリング等から得られた留意点

○相談窓口の設置
・国道の排雪を利用した雪氷熱設備の導入を検討している自治体等からの問合せ窓口を設置。
・北海道開発局が整理した「国道の運搬排雪区間及び利用している雪堆積場の位置情報」「雪堆積
場ごとに運搬している雪の量（過去実績を含む）」を用いて相談対応。

・雪氷熱設備導入に活用可能な補助制度等の情報提供

道路排雪の提供と
利雪者を繋ぐ

マッチングの仕組みの構築

○公募による公平性の確保
・国道の排雪利用を希望する自治体等が現れた場合、他に排雪利用を希望する者がいないか確認
するために公募を行い公平性を確保

利雪者への公平性の確保

○協定書（案）の作成
・公募要件の整理、公募要領の作成
・「雪の受取方法」「道路排雪に含まれる可能性がある不純物の取扱い（免責要件）」
「雪の提供側と利雪者との作業分担（責任の所在）」を整理し、
トラブル防止のため合意事項等を協定書等で確定させる

雪の提供側と利雪者の
作業分担の明確化、

雪提供の条件

国道の排雪利用を希望する雪氷熱設備を有する者
が現れた場合の仕組みを構築

５. まとめ①



５．まとめ②
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■取扱項目
○国道番号
○道路排雪区間No.
○担当の開発建設部・事務所（連絡窓口：TEL、メール、公募要領のリンク先）
○市町村
○対象雪堆積場及び道路排雪の運搬実績（過去5年）
○道路排雪作業時期（雪の発生時期）（過去5年）
○公募概要（要件等）
○協定書（案）
○利用可能な補助制度

■概要
・国道排雪の利用を希望する際の相談窓口を設置。
・道路排雪に関する情報（場所・量・担当窓口等）、公募手続き、協定書（案）、補助制度 等の説明・相談

○今後、仕組みの構築に向けて「相談窓口」の設置に向けた準備を行う
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○協定書（案）の作成にあたって留意すべき項目

雪の提供方法（道路排雪を直接運搬する方法、または雪堆積場から利雪者が自ら運搬する方法）の確認
道路排雪の発生予定日時、雪量、雪の搬出入時間など、関係者間の情報連絡方法の確認
雪の提供側と利雪者における作業時の役割分担（責任の範囲）の確認

雪の提供側と利雪者の作業分担の明確化

雪提供の条件

雪に含まれる可能性がある不純物への対応

道路排雪の計画に合わせた利雪者の受入体制の確認
道路排雪用ダンプトラック（10t）による搬入条件の確認
利雪者施設内での重機（バックホウ等）の作業スペースの有無の確認
提供側の除雪コストが削減されること
特定の施設への便宜供与に繋がらないよう、公平性が担保されていること
当日の運搬に対して関係道路事務所と綿密な調整を行うこと

道路排雪利用における留意事項の明示
不純物混入時の責任に関する事項の明示

５．まとめ③



５．まとめ④
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（２）道路排雪の利用パターン

○道路排雪利用の仕組みの前提条件として、道路排雪の利用パターンは以下の２パターンが考えられる。

■パターン２：行政（道路管理者）が利雪施設へ直接雪を運搬（搬入）する方法 ※ただし、取組により行政側の雪運搬距離の短縮が図られること

■パターン１：利雪者（企業等）が雪堆積場から雪を自ら運搬する方法



５．まとめ⑤
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（３）道路排雪の利用に向けたフロー図（イメージ）

【パターン②】
行政（道路管理者）が利雪施設へ直接雪を運搬（搬入）する方法

【パターン①】
利雪者（企業等）が雪堆積場から雪を自ら運搬する方法

■道路排雪の利用パターン別の実施手順（案）

相談窓口
・国道や施設の情報（発生場所、発生時期、発生量、連絡先 等）
・データマップ （道路排雪区間、雪堆積場位置 等）

国道の排雪利用の公募
〇募集要領、申込様式の公表
1.雪の受取方法
2.取組の条件
・雪に混入する不純物に関すること
・利用者における機材等の準備に関すること
・取組における安全対策及び事故の責任に関すること 等

3.応募資格 5.利用者の選定方法
4.応募方法 6.その他（お知らせ 等）

利雪希望者の選定

道路管理者との調整開始
1.取組に関する詳細事項の確認
2.利雪施設城内での詳細事項の確認
（機材準備、運搬経路及び場内経路、安全対策 等）

3.協定書（覚書等）の締結
・雪堆積場の範囲 等
・雪堆積場としての土地の無償使用に関すること
・雪の搬入（作業時間帯、連絡体制、安全管理体制 等）
・雪堆積場施設の維持管理 等
・第三者への損害に関すること 等

取組の実施

相談窓口
・国道や施設の情報（発生場所、発生時期、発生量、連絡先 等）
・データマップ （道路排雪区間、雪堆積場位置 等）

国道の排雪利用の公募
〇募集要領、申込様式の公表
1.雪の受取方法
2.取組の条件
・雪に混入する不純物に関すること
・利用者における機材等の準備に関すること
・取組における安全対策及び事故の責任に関すること 等

3.応募資格 5.利用者の選定方法
4.応募方法 6.その他（お知らせ 等）

利雪希望者の選定

道路管理者及び雪堆積場管理者との調整開始
1.取組に関する詳細事項の確認
（作業時間帯、連絡体制、安全管理体制 等）

2.雪堆積場内での詳細事項の確認
（機材準備、入退場及び雪持ち出し許可、安全対策 等）

3.共同利用雪堆積場における詳細事項の確認
（追加手続きの有無、現地調整方法 等）

4.取組における交通事故等の責任に関すること 等

取組の実施


